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気候の自然変動が大規模森林伐採による二酸化炭素の排出を
相殺した現象を世界で初めて検出！ 

～東南アジアの生態系によるCO2排出量が2000年代に減少した原因を解明、 
地球温暖化現象の理解に向けて新たな足掛かり～ 
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■概要 
 千葉大学環境リモートセンシング研究センター近藤雅征特任助教が率いる国際研究グループは、東南
アジアを対象とした陸域炭素収支注1解析から、1980年代-1990年代の強い二酸化炭素（以下、CO2）排
出傾向が、 2000年代において大幅に緩和されたことを発見しました。また、その原因が、2000年代に
強いエルニーニョ現象が発生しなかったことに起因し、生態系によるCO2吸収が増大し土地利用変化に
よるCO2排出を相殺したことが大きな要因であることを解明しました。本研究は、国際社会の懸念事項
である森林伐採・劣化によるCO2排出が、自然変動によって大きく緩和されたことを世界で初めて示し
た事例です。本研究結果は「Nature Communications」（Springer Nature）2018年3月20日版に
掲載されます。 
■背景 
 東南アジアは活発な森林伐採、また、エルニーニョ南方振動注2の影響を強く受けることから、世界
でもCO2排出のホットスポットとして知られています。特に、1990年代においては、土地利用変化
がより活発になり多くの一次林が伐採されました。この結果、光合成によるCO2吸収量が減少し、伐
採された土地からは土壌微生物による分解から多くのCO2が大気に排出されました。また、1997/98
年に代表される強いエルニーニョ現象による干ばつから大規模な森林火災が引き起こされ、 突発的
にCO2排出量が増加しました。東南アジアでは、1990年代以降も土地利用変化によるCO2排出量が大
きく、地球温暖化問題における懸念事項の一つと位置付けられています。国連気候変動枠組条約
（UNFCCC 注3）によって提案され、第11回締約国会合（COP11 注4）で締結された国際協力機構
（REDD+注5）が森林伐採によるCO2排出量の削減目標を設定しましたが、未だ、具体的な進展が見
られません。 
 気候変動に関する政府間
パネル（IPCC注6）第5次報
告書で、世界各地の炭素収
支量の推定値が報告されて
います。しかし、東南アジ
アを含む熱帯地域の炭素収
支量には土地利用変化の影
響を考慮できていませんで
した。これに対し、本研究
では、土地利用変化の影響
を考慮した複数の数値モデ
ルを用い東南アジアの炭素
収支量の推定を試みました
（図１）。 
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▲図１：生態系モデルによる東南アジア炭素収支量の空間パターン。推定は
1980年－2009年の平均値。土地利用変化の影響なし（左）、影響あり（右） 

▼土地利用変化の
影響なし： 
東南アジア全域で
CO2吸収傾向 

▼土地利用変化の
影響あり： 
広い範囲でCO2排出
が見られる 
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■本研究の成果 
 本研究は、複数の数値モデル（生態系モデル手法１、大気インバースモデル手法２）・衛星観測データ
（バイオマス変化量手法３）を用い過去30年における東南アジアの陸域炭素収支を解析し、CO2吸収・排
出の変動原因を明らかにしました。特に、本研究で用いた生態系モデルには土地利用変化の影響が考慮
されており、熱帯地域で大気インバースモデルと整合する結果を世界で初めて算出することに成功しま
した（図２）。これは、IPCC第５次報告書においても実現できなかったことです。 
 
 これら複数の推定から、 
  ①1980年代から1990年代にかけて増加したCO2排出量が、2000年代に大きく減少した（図２） 
  ②この減少には気候変動が関係しており（図３）、特に強いエルニーニョ現象が起こらなかった 
   ことがその主要な原因である（図４） 
 2000年代に強いエルニーニョ現象が起こらなかったことにより、 
  ③光合成を阻害する高温・渇水から解放されたことから、生態系によるCO2吸収量が増加した 
  ④結果として増加したCO2吸収量が土地利用変化によるCO2排出量を相殺した 
 ことを明らかにしました。 
  
 本研究の結果は、東南アジアで活発な森林伐採によるCO2排出傾向が、自然変動によって大きく緩和
されたことを世界で初めて示した事例です。エルニーニョ南方振動は、振幅が大きい時期と小さい時期
を繰り返すことが分かっています（図４）。２０１５年に非常に強いエルニーニョ現象が発生したよう
に、今回の自然変動によって強まったCO2吸収は特殊な事象であり、今後、東南アジアのCO2排出量を
削減するには森林伐採などの土地利用変化を制限することが重要であることを示唆しています。 

▲ 図２：複数の数値モデル・衛星観測データによる炭
素収支の年代別変動。1980年代から1990年代にかけ
て増加したCO2排出量が、2000年代において減少した。 

▲ 図４：エルニーニョ南方振動を指数化した「Multivariable ENSO Index (MEI)」の年々変動。正の
値がエルニーニョ現象の強さを示す。強いエルニーニョ現象（MEI＞2）が2000年代に起こらなかった。 

▲図３： 炭素収支の変動要因（CO2施肥、気候変動、
土地利用変化）の年代別変化。気候変動が炭素収支に
及ぼす効果が2000年代の変動に最も寄与した。生態系
モデルによる推定。 
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■注釈解説 
注１）陸域炭素収支：大気‐陸面におけるCO2の正味交換量。光合成によるCO2吸収量と生態系による

呼吸、分解、森林火災や土地利用変化によるCO2排出量との差。陸面では人為的に排出された
CO2のうちおよそ30%を吸収しており、気候変動の将来予測においては大気-陸面でのCO2の正
味交換量の正確な把握が必要とされている。 

 
注２）エルニーニョ南方振動（ENSO ）：赤道太平洋の大気の循環や海水温・海流が連動して変動す

る自然現象。エルニーニョ現象発生時には、東南アジア域で高温・少雨になりやすい。 
 
注３）国連気候変動枠組条約（UNFCCC）：人為的温室効果ガス排出に伴う地球温暖化現象に対し、

国際的な枠組みで対策にあたることを制定した環境条約。 
 
注４）第11回締約国会合（COP11 ）：2005年11月から12月にかけて、カナダ・モントリオールに

て開催されたUNFCCC締約国会議。 
 
注５）REDD+ ：COP11にて提案された、途上国の森林減少・劣化に伴うCO2排出量の削減を抑制す

るための国家間支援・協力の枠組み。 
 
注６）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）：人為的温室効果ガス排出に伴う地球温暖化現象の対

策のため、科学的知見の集約・評価を執り行う国際的政府機関。 
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■研究手法 
手法１）生態系モデル：陸域炭素循環に関わる個々のプロセスを理論的・半経
験的に計算し、炭素収支量を算出する数値モデル。大気CO2濃度、気象データ
を入力とするが、本研究では土地被覆変化データを更に加えた。炭素収支の変
動に関わる要因を個別に評価することができる。 
 
手法２）大気インバースモデル：CO2が陸面・海面から大気に輸送される過程
を計算する大気輸送モデルを用いて、大気CO2観測データから陸面・海面の炭
素収支を逆推定する数値モデル。 
 
手法３）バイオマス変化量：衛星マイクロ波データから算出した植生バイオマ
スの年差。陸面に吸収されるCO2の多くが植生バイオマスとなり、残りが土壌
に蓄積する。従って、バイオマス変化量は炭素収支量の変動の指標となる。 

■今後の展望 
 東南アジアなどの熱帯地域における森林減少・劣化によるCO2排出量は、人為起源によるCO2総排出
量の約2割を占めると考えられています。更なる地球温暖化の防止に向けて、熱帯地域の炭素収支量を
正確に推定することが重要です。本研究で用いた「土地利用変化を考慮した数値モデル」は、以前よ
りも正確に東南アジアの炭素収支量を算出でき、REDD+などの国際協力機関に有益な情報をもたらす
ことが期待されます。 
 今後は、本研究の手法を他の土地利用変化が活発な熱帯地域（アマゾン、中央アフリカ）に適用す
ることが重要です。より正確に熱帯地域の炭素収支量を見積もることは、森林減少・劣化によるCO2
排出量の把握につながり、地球温暖化対策への足掛かりになると考えられます。 
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